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1. はじめに 

2019 年、中小企業をテーマにした一冊の本が世間を騒がせた。Atkinson (2019) である。

同書では、規模の小さい中小企業があまた存在することによって、日本経済成長の足を引っ

張っているという指摘が繰り広げられている。この主張が「中小企業淘汰論」と呼ばれるよ

うになっていく。同書が出版されてから、2024 年で 5 年の時が経った。また、OECD の調

査報告書 (OECD, 2024) では、日本の中小企業が抱える課題と解決の必要性も指摘している。 

そして、この 2024 年は、小規模企業振興基本法の見直しの検討と、この基本法に基づく

第三期の小規模企業振興基本計画を策定する年でもあった。第一回の中小企業・小規模事業

者政策基本問題小委員会においては、中小企業庁長官が、「本年は小規模企業振興基本法制

定から 10 年でありまして、それから小規模事業者支援法の改正から５年が経過をしていま

す。それから、基本法に基づきます小規模企業振興基本計画の変更に向けた検討時期を迎え

る節目の年となっています。この見直しを行う機会にぜひ小規模事業者が果たす役割や意

義について再検証、そして基本計画の変更について委員会の皆様方の闊達な御意見をいた

だければと思うところでございます」と発言している（中小企業政策審議会中小企業・小規

模事業者政策基本問題小委員会第一回議事録より1）。 

それでは、日本の中小企業は、本当に日本経済の「足かせ」となっているのか。これが、

本研究の問いである。本論文では、今一度、中小企業の議論を整理し、今後の中小企業政策

の方向性を考える礎にしたいと考えている。 

 

2. 先行研究 

(1) 中小企業に関する議論 

Atkinson (2019) の基本的主張は、中小企業そのものに対する批判と、中小企業政策に対す

る批判から成っている。前者は、企業規模が小さすぎる中小企業が多すぎるために、規模の

経済が働かず、非経済のまま留まっていることを指摘している。後者は、中小企業基本法に

則った中小企業に限定した優遇政策・措置が、中小企業の企業規模を拡大するインセンティ

 
* 責任著者 
† 現在、大阪公立大学大学院都市経営研究科 Graduate School of Urban Management, Osaka 

Metropolitan University 
1 https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kihonmondai/001/001_gijiroku.pdf （2025 年 8

月 18 日検索） 
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ブを削いでしまっていることを指摘している。そのため、同書では、中小企業の議論に対し

ては、中小企業経営者は従業員の賃上げを行い、それに足る企業の生産性を向上させること、

日本で規模の小さい企業を減らして大企業・中堅企業の数の増加を促進すること、との主張

を展開している。また、中小企業政策の議論に対しては、「日本政府が小手先の政策をやめ、

経営者の反対を押し切り、1964 年体制2と断絶すべき」( Atkiinson, 2019, p. 230) と主張して

いる。これらの一連の主張が「中小企業淘汰論」として取りざたされるようになる。 

また、OECD の調査報告書 (OECD, 2024) においても、Atkinson (2019) と同様の指摘を確

認することができる。OECD (2024) では、中小企業に関連する 8 つの指摘を確認すること

ができる (Mizuno, 2025) が、そのなかでも、中小企業の研究開発費が少ないことや、中小

企業の生産性が低いこと、中小企業の資源の統廃合を進める必要があること、中小企業に限

定した優遇政策を維持する中小企業政策は企業の成長を妨げる可能性があること、を指摘

している。OECD (2024) においても、中小企業や中小企業政策が日本経済の足かせになっ

ていることを思わせる記述が複数確認することができるのである。 

 

(2) ゾンビ企業に関する議論 

「中小企業が日本経済の足かせとなっている」という議論を助長させている一つの理由

に「ゾンビ化した中小企業」の存在が挙げられる。俗に言う、ゾンビ企業である。 

しかし、そもそも、ゾンビ企業とは、Hoshi (2006a) や Hoshi (2006b) 、Caballero et.al. (2006) 

において、バブル経済崩壊後に不良債権を抱えた日本の上場企業が債務超過となり、債権者

に追い貸しを頼る経営破綻した企業と定義されていた企業群であった。いわゆる、「（社会へ

の影響力が）大き過ぎてつぶせない」という議論に端を発した論調であった。 

その後、2018 年 4 月に発表された日本銀行の「金融システムレポート」では、日本銀行

が独自に定めた ROA 基準3とレバレッジ基準4のうち、どちらかを 2 年連続で満たす企業を

金融機関による貸出先の「低採算先」企業の調査結果が発表された。同レポートでは、「最

近の低採算先貸出の増加は、金融緩和の長期化に加え、金融機関同士の貸出競争激化もあっ

て貸出利鞘の縮小圧力が高まるもとで、経営体力のある金融機関が、いわゆる『ミドルリス

ク企業』向けを中心に信用面のリスクテイクを積極化させていることが影響していると考

えられる」と結論づけている。同レポートでは、低採算先企業そのものを否定する論調では

なかったのである。しかし、その後、この本来のゾンビ企業の議論とこの低採算先企業の議

 
2 Atkinson (2019) では、議論されている中小企業問題の発端は、1964 年にあると主張して

いる。 
3 具体的には、営業利益（ROA）が企業分布の中央値を下回っているにもかかわらず、借

⼊金利が信用力の最も高い企業向けの金利（ROA の上位 10％の企業の借⼊金利）を下

回る基準と定義している。 

4 具体的には、財務レバレッジが企業分布の中央値を上回っているにもかかわらず、借⼊

金利が信用力の高い企業向けの金利（財務レバレッジの下位 50％の企業の借⼊金利）を

下回る基準と定義している。 
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論を混同させる議論が展開されていった。 

一方で、国際決済銀行 (BIS) のワーキング・ペーパーBanerjee and Hofmann (2020) におい

て、ゾンビ企業を 1) 負債に対する利子支払いをカバーするのに十分な利益がないこと (利

子カバレッジ比率が 1 未満) 、そして、2) 同業他社に比して相対的に低いトービンの q 値

を示す低い株式評価によって明らかにされる将来の成長ポテンシャルが乏しいこと、と定

義して、1980 年代に遡る上場企業の年次財務諸表を提供する Worldscope データベースを用

いて分析をしている。しかし、付録における引用では、Adalet McGowan et al. (2018) のデー

タを用いている。この Adalet McGowan et al. (2018) のゾンビ企業の定義が「インタレスト・

カバレッジ・レシオ (ICR) が 1 未満の状態が 3 年以上続いている企業」で「設立から 10 年

以上経過している企業」とされているのである5。そして、これらの論文で「ゾンビ企業は

小規模で生産性が低く、レバレッジが高く、物理的・無形資本への投資が少なく、資産や雇

用が縮小している」と指摘していることで、「中小企業にゾンビ企業が多い」という印象を

決定づけた。その後は、日本の調査信用会社のレポートなどでも、繰り返し「従業員数が少

ない小規模企業にゾンビ企業が多い」という議論が繰り広げられるようになっていく。 

 

3. 分析の視角 

(1) 中小企業の数 

それでは、改めて Atkinson (2019) の中小企業そのものに対する批判に戻って検討してみ

よう。先に述べたアトキンソンの中小企業に対する批判は、言い換えると 1) 中小企業の数

が他国に比べて多い、という点と 2) 中小企業の生産性が大企業に比べて低い、という 2 点

に分けることができる。この結果として、生産性が低い中小企業に雇用されている人が他国

に比べて多く、賃金が上がらないために日本経済が低迷する、という Atkinson (2019) の主

張が出てくるわけである。中小企業に対する批判のポイントはどちらかと言えば 2) の生産

性の低さにあるが、そもそも本当に中小企業の数が多いのか、あるいは中小企業に雇用され

ている人が多いのかという点について検証しておく。Atkinson (2019) が依拠するデータは、

基本的には規模が小さい企業、すなわち従業員が 20 人未満 (19 人以下) で働いている人、

そして (一般的な中小企業の定義に近い) 従業員数 250 人未満 (249 人以下) で働いている

人の全労働者に対する比率が日本は他国に比べて低く、かつ国ごとに見たその比率と国レ

ベルの生産性に相関がみられるという事実に依拠している。 

ただし、このデータの出所の詳細が不明であるため、本稿では、同じ OECD のレポー

ト”SME and Entrepreneurship Outlook” (OECD, 2019) のデータを見てみることにする。このデ

ータでは就業者 (persons employed, 自営業者やその家族を含む) と従業員 (employees, 自営

業者等を含まない) の二種類のデータがあり、国によってどちらを使っているかが異なるた

め注意が必要だが、例えば日本と同じく従業員を使っている国々の中で、単位が企業ではな

 
5 日本の調査信用会社は、「国際決済銀行（BIS）が定める基準」と声高に謳うが、実際

は、OECD のワーキング・ペーパーの引用論文の定義だったというのである。 
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く事業所のため比較が難しい韓国を除いても、全従業員 (従業者) に占める従業員 19 人以

下の企業で働いている人々の割合はカナダ 23.1%、イスラエル 31.7%、日本 21.0%、米国

17.1%、ロシア 3.4%となり、確かに米国よりは高いがカナダ、イスラエルよりも低い6。さ

らに、 (従業員ではなく) 就業者中に占める就業者 19 人以下の企業に勤める人の割合はギ

リシャの 69.0%を筆頭に全て日本の数値 (21.0%) より高い。 

就業者の中に自営業者が含まれること、自営業者は当然ながらゼロもしくは少数の従業

員と共に働いていることから、小規模企業に分類される可能性が高いことを考えれば、就業

者に基づく上記の数値は従業員に基づく数値より高めに出る可能性がある。ただし、必ずし

も就業者に基づく数値が常に従業員に基づく数値より高くなるとは限らない。2017 年の

OECD のレポート “Entrepreneurship at a Glance” (OECD, 2017) にも上記の OECD (2019) と

同様の図表が掲載されているが、2017 年にはスイスが従業員数に基づいて計算を行ってい

るのに対し、2019 年には就業者に基づいて計算を行っている。この２つの数値を見ると、

2017 年と 2019 年の数値はほぼ同じである (2017 年が 29.8%、2019 年が 28.3%) 。この点か

らすると、産業構造にもよるが、必ずしも就業者ベースの計算の方が従業員ベースの計算よ

り低くなるとも限らない。なお、働いている人の数 (従業員であるか就業者であるかに関わ

らず) で見た場合、中小企業とはおおよそ従業員が 200-300 人未満のものを指すが、中小企

業を従業員 250 人未満と捉えた場合 (統計上、オーストラリアでは 200 人未満、カナダ、日

本では 300 人未満となっている) でも、日本が他国に比べて中小企業で働く人の比率が低い

という傾向はほぼ変わらない。 

また、中小企業の占める割合を、従業員 (あるいは就業者) 数ではなく単純に企業数でみ

ると、OECD の全ての国々で中小企業が 99%を越えており、そもそもどの国でも圧倒的多

数を占める、というのが正しい認識であろう。つまり、働いている人の数からみて日本で中

小企業あるいはその中でも特に小規模な (働く人が 19 人以下の) 企業で働いている人の割

合が高いとは必ずしも言えず、企業数でいえば日本に限らずどの国でも中小企業が圧倒的

な多数を占めている、ということになる。 

 

(2) 中小企業の生産性 

次に、中小企業の生産性について考えてみよう。中小企業庁の『中小企業白書』2020 年

版 (Chusho kigyo cho, 2020) を見ると、資本金で分類された中小企業 (資本金 1 億円未満)、

中堅企業 (資本金 1 億円以上 10 億円未満) 、大企業 (資本金 10 億円以上) の間で労働生産

性の差があることを示している。問題は、むしろなぜこのような生産性の差があるのか、と

いうことである。企業はいきなり大企業として生まれることはほとんどない（大企業のスピ

ンアウトや国策に関わるような企業は別とすれば）ため、通常は小規模な企業として生まれ、

その企業が生産性を高めていくと企業規模も拡大し、大企業になっていくと想定される。そ

 
6 なお、Atkinson (2019) のデータでは日本 20.5%, 米国 11.1%となっており、イスラエル・

カナダ・ロシアは出てきていない。 
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して、生産性を高められない企業は退出するか、生産性が低いまま市場に残ることになる。

このように考えれば、中小企業の方が生産性が低いことそれ自体は、自然な現象であると言

える。さらに、Atkinson (2019) が指摘するように大企業には規模の経済あるいは範囲の経済

が働くために生産性が高まるのであれば、大企業と中小企業の生産性の格差はより明確な

ものになるだろう。すなわち、生産性の高い中小企業が大企業になっていき、一方で生産性

の低い中小企業が退出していくとすれば、大企業と中小企業の間の生産性の格差それ自体

は大きな問題ではない。 

むしろ、問題は、1) 生産性を高めた中小企業が大企業になっていくプロセス、あるいは

逆に 2) 生産性が低い中小企業が淘汰されるプロセスが機能不全を起こしているかどうか、

という点である。ただし、1) のプロセスが機能している場合には中小企業の生産性と大企

業の生産性には格差ができる一方、2) のプロセスが機能している場合には中小企業の平均

的な生産性を高める方向になるので、上記のようなプロセスが機能しているかどうかの判

断が難しい。 

そこで、本稿では、高い生産性を持つ企業が大企業と中小企業にどの程度存在するかに注

目する。1) のプロセスが機能しているのであれば、生産性の高い企業が大企業になってい

くため、 2) のプロセスの存在を考えたとしても生産性の高い企業が大企業に多く見られる

と予想される。規模の経済や範囲の経済が存在すれば、大企業の中に生産性の高い企業が見

られる可能性はより高まるであろう。もちろん、高い生産性を持つ企業が大企業になった結

果、逆に生産性を下げるという可能性はないわけではないが、上記のように規模の経済や範

囲の経済の存在を前提とすれば、大企業の方に生産性が高い企業がより多く見られるとい

う推測は変わらない。他にありうる可能性は、生産性の高い中小企業が、大企業になること

を阻まれていない (すなわち、1) のプロセス自体は機能している) にもかかわらず、意図的

に中小企業であり続ける選択をする企業が存在するというものである。例えば、ある地域に

根付いた企業として、地域的な拡大を目指さない企業はあるであろう。また、自社が得意と

する分野に特化することで、高い生産性を維持するという戦略はありうる。ゆえに、まず高

い生産性を持つ企業がどの程度存在するか、という形で 1) について検討し、その後、2) に

ついて検討する。高い生産性を持つ中小企業が意図的に大企業にならない可能性について

は次節で検討する。 

1) については、例えば Aoyama et al. (2012) は生産性 (ここでは一人当たり付加価値額) 

のばらつきについて、ばらつきは中小企業において大きく、低い生産性から高い生産性まで

非常に幅広い区間にわたって分布していることを指摘している。また、(一般に使われる分

類とは少し異なるが) 従業員数 100 人以上を大企業とし、また労働生産性については製造業

について 6,000 万円／年・人、非製造業について 3,000 万円／年・人という境界値を設定し

た上で、大企業と中小企業の中の高生産性企業の比率を見ると、大企業の中の高生産性企業

は製造業で 0.68%、非製造業で 0.72%となっている。一方で、中小企業の中の高生産性企業

は製造業で 0.55%、非製造業で 0.59%となり、統計的に有意な差はない。すなわち、生産性
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の高い企業の比率は大企業と中小企業で差がない。また、Aoyama et al. (2012) は、高生産性

企業の 1 社あたりの平均従業員数を示している。正確には生産性によって小さなグループ

に分けられているため、高生産性企業全体での平均は示されていないものの、例えば製造業

の一人当たり付加価値額 1 億円以上の企業のグループ (十数個のグループに分けられてい

る) を見ると、そのグループ毎の平均従業員数は製造業で数人から数十人、非製造業はもう

少し大きいが、おおよそ数十人である。このことは、高生産性企業の中はかなり従業員数の

小さい企業 (とりわけ製造業において) が含まれていることを意味している。以上のことは、

上記の 1) のプロセス、すなわち生産性の高い中小企業が成長して大企業になるというプロ

セスが阻害されているか、あるいは生産性の高い中小企業が（大企業になることを阻害され

ていないにもかかわらず）意図的に中小企業にとどまっている可能性を示している。 

次に、2) の淘汰のプロセスについて確認する。この点に既に触れた「ゾンビ企業」にか

んするものも含めいくつかの議論があり、例えば Nishimura et al. (2005) では 1990 年代後半

に生産性の低い企業が退出せず、逆に生産性が高い企業が退出するという傾向が見られた

ことを指摘している。しかし、その後の研究の多くは、生産性の低い企業の退出確率が高い

という意味で、淘汰のプロセスは日本の中小企業においても機能しているとしている 

(Sakai et al. 2010; Uesugi, 2013) 。ただし、同時にこのようなプロセスが機能しているかどう

かはその属する産業や企業の属性によって異なることも指摘されている  (Fukao & 

Miyagawa, 2008) 。例えば、Fukao and Miyagawa (2008) は、負の退出効果を持つ (すなわち、

上のような意味での淘汰メカニズムが機能していない) 産業としてまず製造業及び建設業、

広告業などを挙げている。製造業というカテゴリーはかなり広く、実際にどの製造業なのか

についてはより細かく見る必要があると思われるが、いずれにせよ淘汰のプロセスが機能

していないセクターがあることには留意する必要がある。 

以上の議論を整理すると、中小企業の生産性は平均的に見て大企業に比べて低いが、規模

の経済や範囲の経済以外にも、企業が成長する中で生産性の高い企業が大企業になってい

くというものがあるため、生産性の格差そのものは自然な現象であり、それ自体は必ずしも

大きな問題ではないことが明らかとなった。問題となりうるのは、生産性の高い中小企業が

大企業に成長しているプロセスが阻害されている場合、そして生産性の低い企業が淘汰さ

れていくプロセスが機能していない場合である。実際に中小企業の生産性を見てみると、中

小企業の生産性には大きなばらつきがあり、生産性が高い中小企業も多く存在している 

(Mizuno，2025) 。とりわけ、製造業では高い生産性を持つ中小企業が少なくない。生産性が

高い中小企業が多いという事実は、生産性の高い中小企業が大企業に成長しているプロセ

スが阻害されている可能性と、そのような中小企業が意図的に大企業になろうとしないと

いう可能性の両方の可能性を示唆している。一方で、淘汰プロセスについては全体としては

機能しているとされるものの、製造業を含めて淘汰プロセスが十分に機能していない産業

があることが指摘されている。 

以上を踏まえて、もし大企業と中小企業の生産性格差を縮小させようとするならば、中小
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企業が生産性を高めるだけでなく、さらに大企業に成長することを支援する一方で、もしそ

のような企業が中小企業にとどまろうとするのであれば、中小企業にとどまろうとする理

由を検討し、そのような企業を中心として他の中小企業の生産性向上につなげようとする

ことが必要になってくる。さらに、生産性の低い企業が生産性を高められないのであれば、

その退出を促すような仕組みも必要になってくるだろう。そこでまず、生産性の高い中小企

業がどのような形で実際に経営を行っており、またそこにおいて地域とどのような関係を

構築しているか、そしてこのような企業が大企業になろうとしない理由は何か、という点を

検討していき、そこから中小企業政策のあるべき姿について論じていきたい。 

 

(3) 中小企業の事例研究から見えてくる生産性と地域文化の振興の反比例 

何をもって生産性が高いかどうかを示すことは難しいが、中小企業だからこそ生産性よ

りも独自性を発揮しようとしている事例はいくらでも存在する。もっといえば、独自性や企

業としての個性を発揮するためには、アトキンソンが主張するような同業社との M&A を進

めて生産性を高めることを目的とはしないことが多いのではないだろうか。事例研究の立

場からは、規模拡大に伴なった生産性の追求と中小企業の独自性は反比例の関係にあるよ

うにみえる。 

また、中小企業なりの改善活動による生産効率を高める企業もあろう。例えば、Kato (2016a）

の北海道にある全国的にも有名な製菓メーカーの事例研究では、道外に進出しない理由と

して、独自の製造方法で作られたお菓子を消費者に届けるには、工場からトラックで配送で

きる範囲に店舗を限定しないといけないと説明されている。これは、この事例先にとっての

最大限の生産性を高めた生産管理であるし、その結果、道外に出ないことによって、北海道

の地元の方々に愛された美味しいお菓子という独自の地位を確立できている。そのため、こ

の企業は、北海道の食文化を形成する一翼を作ってきたといっても過言ではないほどの地

元企業として親しまれている。 

このように多くの中小企業は、独自性を志としたビジョンに基づいた経営活動が社会や

地域への貢献を成しているといえることは明らかな事実である。Kato（2019）が地方の中小

企業の事例研究を進めていくなかで実感してきたことは、彼（女）らが地域経済を担い経済

成長をけん引するだけでなく、彼（女）らの手によって地域文化を振興し地域の生活の基盤

を作っている点にある。このことは、生産性の追求だけでは成し得ないことであり、中小企

業の社会への貢献の在り方として見逃せない事実である。 

再び北海道の事例ではあるが、Kato (2015, 2016b) では、地域経済を代表する業界分野で

あるテレビ局の事例研究、また、スポーツ文化の振興や道民にとっての最大の興業ビジネス

となっているプロ野球球団の事例研究といった 2 つの事例は、一見すると有名な大企業の

事例に思えるが、規模の実態を率直に見れば、地域の中小企業に過ぎない。 

一方、全国各地で進めてきた老舗や伝統工芸の事例研究でも (Kato, 2016b; 2019, in Press) 、

規模は極めて零細ながら、地域にとって大切な観光資源にもなっているような事例がある。
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北海道の造り酒屋は、全国的にも珍しい生産工程を観光施設として公開していたり、新潟の

鎚起銅器の老舗は産業観光のビジネスモデルを打ち出し深化の過程にあったり、愛知県の

400 年足らずの長い歴史のある老舗味噌メーカー2 社の蔵は年中観光客が訪れる人気施設に

なっている。 

以上のように、中小企業の存在意義は、生産規模や生産性の高さだけでは測ることができ

ない。また、このような中小企業は、地域経済を支えているだけではなく、独自性の発揮に

よって地域文化の振興がもたらされているという事実がある。中小企業を経営学的に考察

する際には、生産性だけではなく、地域文化との関連を分析する視点も忘れてはならないの

ではないだろうか。 

 

(4) 中小企業政策 

それでは、本項では、中小企業の視点を政策に向けて、中小企業の議論を進めることとす

る。中小企業の政策面では、中小企業基本法が定められたのは、1963 年のことである。同

法では、中小企業が直面する状況を踏まえた政策の基本的方針が示されている。具体的には、

中小企業の設備の近代化や保有技術の向上、経営の安定化といった中小企業の自立化を促

すことや下請取引の適正化などが挙げられている。この背景には、二重構造の議論があった。

具体的には、繁栄を謳歌する近代的な大企業と生産性の低い中小・零細企業という構造の断

絶があった。 

しかし、1999 年には中小企業基本法が改正され、中小企業の革新や創業の支援、経営基

盤の強化を求める方針へと変化した。そのため、改正された中小企業基本法の文面には、「革

新」や「創造」、「新規性」、「創意工夫」、「産業の創出」、「経済の活性化」、「変化への適応の

円滑化」という言葉が並んでいる。 

中小企業基本法は、2013 年にも改正されている。この改正では、新たに小規模企業に対

する中小企業施策の方針が示されることとなった。小規模企業の持続的発展を重視し、地域

経済への貢献を明確に示したのである。この流れを受けて、2013 年に小規模企業基本法が

制定され、具体的に実現するための指針を小規模企業基本計画として示されることになっ

た。この流れは、より小規模企業に対する支援策を手厚くする形になった。小規模企業基本

計画は、5 年ごとに見直され、2025 年現在では、第三期の基本計画が示されている。そして、

これら一連の法改正や基本計画に紐づけられた中小企業支援策が実施されていく。 

これらの一連の中小企業政策や政策に紐づけられた支援策が実施されている点に鑑みる

と、Atkinson (2019) や OECD (2024) が指摘する中小企業に限定した政策が中小企業の企業

規模の拡大のインセンティブを削いでいるという指摘に誤りはない。 

このような問題認識を意識してか、中小企業庁は、2025 年に日本経済や地域を支える中

堅企業へと成長する中小企業を後押しする政策を開始した。それが、売上 100 億円企業への

飛躍的成長を目指す企業への支援策である。中小企業の成長をどのように政策的に促して

いくのかについては、今後も議論の余地があると言えよう。 
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4. 結論 

本研究のリサーチクエスチョンは、「日本の中小企業は、本当に日本経済の「足かせ」と

なっているのか」であった。「足かせになっている層と、そうでない層が存在する」という

結論となるであろう。 

本稿の第 3節でも確認されたように、確かに、中小企業の数が大企業と比較して相対的に

多いとは言え、他国と比べて逸脱しているわけではない。そのような状況下で、本稿の発見

事実は、その数の多い中小企業のなかで、生産性を高めていくなかで大企業へと転換されて

いる企業群が存在すること、また、意図的に中小企業であり続ける選択をする企業が一定数

存在していること、さらには、生産性の低い企業の退出確率が高いという意味で、淘汰のプ

ロセスは日本の中小企業においても機能していること、が確認されたことである。 

しかし、その一方で、中小企業の議論を巡る残された問題の一つには、「意図的に中小企

業であり続ける選択をする企業が一定数存在している」ことが挙げられる。これは、Atkinson 

(2019) や OECD (2024) の指摘にもあるように、「企業規模が小さすぎる中小企業が多すぎ

るために、規模の経済が働かず、非経済のまま留まってしまっている」という状況を誘発し

かねないためである。 

このような観点に鑑みると、中小企業庁が 2025 年に開始した、日本経済や地域を支える

中堅企業へと成長する中小企業を後押しする政策は、生産性の高い中小企業が成長して大

企業になるというプロセスを後押しするという意味で、有効な政策になる可能性を秘めて

いると言えよう。今後は、生産性の高い中小企業が、大企業になることを阻まれない事業環

境を創出するという政策の実施の可能性は十分にあると言えるであろう。 
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Abstract: 

This paper summarizes the current debate surrounding Japanese small and 

medium-sized enterprises (SMEs) and explores future directions for SME policy. 

Critics argue that the small scale of Japanese SMEs limits their ability to achieve 

economies of scale, resulting in low productivity. Additionally, policies based on the 

Small and Medium Enterprise Basic Act may discourage growth by reducing 

incentives for expansion. 

The paper examines these issues through an analysis of SME numbers and 

productivity, case studies, and policy evaluations. The central research question—

“Are Japanese SMEs a drag on the Japanese economy?”—is addressed with the 

conclusion that some SMEs hinder economic growth, while others do not. 

However, the study highlights a persistent issue: a portion of SMEs deliberately 

choose to remain small in order to benefit from tax incentives. The paper emphasizes 

the importance of policies that foster a business environment encouraging SMEs to 

grow into larger enterprises. 
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